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に米国を中心に論じる）に在住している相続人の 1 人が相続放棄（民法 939 条参照）をし
た。その時に、日本で一手に相続財産を取得した相続人が、海外在住相続人が放棄をした相
続財産に見合う分を現金で海外送金した場合、合法な節税（tax saving, Steuerersparung）































第 2 節で相続発生時から相続財産を得るまでの諸手続の複雑さを概観し、第 3 節で租税共助
制度についてまとめ、第 4 節で平成 12 年度の税制改正後の主な判例について挙げて説明し、








































































































































相続税の納税義務者については、その居住地等に応じて、次の 4 つに区分される（相法 1
条の 3）。一例として、川田剛教授は納税義務者の区分 20 を以下のように定義付けられている。




を負う（相法 2 条 1 項）。




いて納税義務がある（相法 2 条 1 項）。






された納税義務がある（相法 2 条 2 項）。
④特定納税義務者（相法１条の 3 第 4 号）
特定納税義務者とは、相続又は遺贈により財産を取得しなかった個人で、被相続人からの
贈与により取得した財産で相続時清算課税の適用を受ける者をいう。これらの者は、贈与に
よる取得した財産について納税義務を負うこととされている（相法１条の 3 第 4 号、21 条の 9）。






































度の税制改正後の海外送金問題で、特に主要な判決（最高裁判所第一小法廷平成 15 年 2 月 27
日決定（相続税の更正の請求に対する通知処分取消請求控訴事件）25 として取り上げられてい
る判例を実際に紹介して挙げる。
（1）地方裁判所平成 14 年 4 月 18 日判決税務訴訟資料 252 号順号 9110（原審）26
＜事実の概要＞
被相続人 A は、海外在住の娘 B（外国国籍を取得）に対し、同 B 名義の海外銀行の預金口
座に 2000 万円を、海外電信送金により送金した（以下「本件送金」）。A は、本件送金を行っ
た日から 3 年以内に死亡した。A の相続人は、A の長男である原告と B の二人であった。原
告及び B は、A の相続税の申告において、本件送金が A から B に対する贈与であるとして、




原審では、「被告が平成 11 年 8 月 27 日付けでした亡Ａの相続税に係る更正の請求に対する
更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消す。」として、勝訴とした。
（2）東京高等裁判所平成 14 年 9 月 18 日判決税務訴訟資料 252 号順号 9193（控訴審）28
控訴審では、「本件通知処分の取消しを認めた原判決は相当でないからこれを取消して被控
訴人の請求を棄却する」として原判決を取消、被控訴人の請求を棄却した。
（3）最高裁判所平成 15 年 2 月 27 日決定税務訴訟資料 253 号順号 9296（上告審） 
最高裁判所は、「上記当事者間の東京高等裁判所平成 14 年（行コ）第 142 号相続税の更正
の請求に対する通知処分取消請求事件について、同裁判所が平成 14 年 9 月 18 日に言い渡し
た判決に対し、申立人から上告受理の申立てがあったが、申立ての理由によれば、本件は、
















































































































る収益の移転防止に関する法律（平成 19 年 3 月 31 日法律第 22 号）というものができ、10 万
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相互協議が行われることもある（所法 2、3、7、所令 14 〜 15、所基通 2-1、3-1 〜 3-3、各租税条約）詳し
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htm〉を参照（2008 年 10 月 09 日現在）。
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23　Consulate-General of Japan in New York
〈http://www.ny.us.emb-japan.go.jp/jp/e/01.html〉（2008 年 10 月 09 日現在）。
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26　評釈として松岡章夫・月刊税務事例 34 巻 10 号（2002 年）20 〜 26 頁、林仲宣・法律のひろば 57 巻 6 号
（2004 年）66 〜 70 頁に詳しい。
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27　国税庁 HP「平成 14 年度における不服申立て及び訴訟の概要」
〈http://www.nta.go.jp/kohyo/press/press/2003/0310/01.htm〉（2008 年 10 月 09 日現在）。
28　評釈として西山由美・ジュリスト 1243 号（2003 年）157 〜 159 頁、林仲宣・法律のひろば 57 巻 6 号（2004
年）66 〜 70 頁に詳しい。
29　鈴木 宏昌「租税逋脱行為と租税回避行為の差異について」『税務大学校論叢第 19 号』（1988 年）250 頁。





















39　内国税の適正な課税の確保を図るための国外送金等に係る調書の提出等に関する法律施行令（平成 9 年 12
月 17 日政令第 363 号）の条文において「（国外送金等調書の提出を要しない国外送金等の上限額）第 8 条
法第 4 条第 1 項 に規定する政令で定める金額は、200 万円とする」と定められている。
40　犯罪による収益の移転防止に関する法律施行令（平成 20 年 2 月 1 日政令第 20 号）において「（金融機関
等の特定取引）第 8 条 次の各号に掲げる法の規定に規定する政令で定める取引は、当該各号に定める取引
（第 1 号イからラまで、第 2 号イ、第 3 号イ、第 4 号イ、第 5 号イ及び第 6 号イに掲げる取引にあっては、
犯罪による収益の移転に利用されるおそれがない取引として主務省令で定めるもの及び本人確認済みの顧
客等との取引を除く。）とする。
1　法第 4 条第 1 項 の表第 2 条第 2 項第 1 号から第 33 号までに掲げる者の項　次のいずれかに該当する取引
タ　現金、持参人払式小切手（小切手法 （昭和 8 年法律第 57 号）第 5 条第 1 項第 3 号 に掲げる持参人払
式として振り出された小切手又は同条第 2 項 若しくは第 3 項 の規定により持参人払式小切手とみなされ
る小切手をいい、同法第 37 条第 1 項 に規定する線引がないものに限る。）、自己宛小切手（同法第 6 条第
3 項 の規定により自己宛に振り出された小切手をいい、同法第 37 条第 1 項 に規定する線引がないものに
限る。以下タにおいて同じ。）又は無記名の公社債（所得税法 （昭和 40 年法律第 33 号）第 2 条第 1 項第 9
号 に掲げる公社債をいう。）の本券若しくは利札の受払いをする取引であって、当該取引の金額が 200 万
円（現金の受払いをする取引で為替取引又は自己宛小切手の振出しを伴うものにあっては、10 万円）を超
えるもの
レ　他の特定事業者（法第 2 条第 2 項第 1 号 から第 15 号 までに掲げる特定事業者に限る。）が行う為替
取引（当該他の特定事業者がソに規定する契約に基づき行うものを除く。）のために行う現金の支払を伴
わない預金又は貯金の払戻しであって、当該払戻しの金額が 10 万円を超えるもの」と定められている。
41　海外送金においては、200 万以下以上の場合でも、送金理由を聞かれるようになった。
